
（参考例）
【事業所名】登録喀痰吸引等業務方法書

（事業の目的）

第１条　【法人名】が開設する【事業所名】（以下「事業所」という。）において介護職員等が喀痰吸引及び経管栄養（以下「喀痰吸引等」という。）を実施するにあたり、当該事業所における喀痰吸引等業務に関する関係者や関係機関等の具体的な提供体制及び提供業務に関する手順等を整備し、喀痰吸引等の実施を必要とする利用者に対し、必要な知識、技能を修得した介護職員等によって安全かつ適正に喀痰吸引等を実施することを目的とする。

（喀痰吸引等の実施）

第２条　喀痰吸引等の提供にあたって、事業所は個々の利用者の希望、心身の状況並びに医師の指示を踏まえて、喀痰吸引等が適切かつ安全に実施できるよう、利用者の心身の状況及び希望を、管理者、医師、看護職員、利用者及びその家族等との認識の共有のもとで、喀痰吸引等の実地研修を修了し登録を行った介護福祉士または認定特定行為業務従事者に、実地研修を修了した行為もしくは認定を受けた行為についてのみ喀痰吸引等を行わせるものとする。

（連携体制及び役割分担）　

第３条　喀痰吸引等の提供に関する医療従事者及び介護職員の役割分担は、以下のとおりとする。なお、個々の利用者ごとの関係機関名称、関係者の氏名及び役職については別添「利用者別関係機関連携体制」（別紙１）のとおり。
	職種
	連携体制及び役割

	管理者
	・全体の統括

・事業所内外関係者間における連携体制の確保
・医師への指示書発行依頼
・委員会の招集

・介護職員等が喀痰吸引等を行うことについて、利用者及びその家族への説明及び同意の取得

・その他実施に当たって必要事項の検討

	医師
	・介護職員等が喀痰吸引等を実施するにあたっての包括的指示
（指示書の発行を含む）
・看護職員及び介護職員への指導、助言

・定期的な利用者の健康状態の把握及び関係職種との情報共有

・夜間や緊急時の連携についての連絡体制構築

・その他医学的観点からの助言

	看護職員
	・医師の指示に基づく喀痰吸引等の実施

・介護職員に対する事業所内研修、技術指導
・定期的な利用者の健康状態の把握及び関係職種との情報共有

・夜間や緊急時の連携についての連絡体制構築

・喀痰吸引等計画書及び報告書の作成・保管

	介護職員
	・医師の指示に基づく喀痰吸引等の実施

・利用者の状態把握

・喀痰吸引等計画書及び報告書の作成・保管

・看護職員等との情報共有


（安全委員会の設置）

第４条　介護職員等が喀痰吸引等を安全に行うため、管理者、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員、その他管理者が必要と認める者を構成員とする「安全委員会」を設置し、事業所内の喀痰吸引等実施体制の整備に努めるものとする。安全委員会の構成員については「安全委員会委員名簿」（別紙２）のとおりとする。
２　安全委員会においては、次の項目について検討するものとする。

（１）委員会の設置規程に関すること
（２）事業所の喀痰吸引等業務の実施規程に関すること

（３）事業所の喀痰吸引等業務の実施方針・実施計画に関すること
（４）事業所の喀痰吸引等業務の実施状況・進捗状況の把握に関すること
（５）介護職員等が喀痰吸引等を実施するための教育（ＯＪＴ研修等）の検討
（６）介護職員等が喀痰吸引等を実施する際の事故およびヒヤリハット等事例の蓄積及び分析検討
（７）介護職員等が行う喀痰吸引等に必要な備品および衛生管理に関すること
（８）その他、喀痰吸引等業務の実施に関して必要な事項に関すること

３　安全委員会は、２ヶ月に１回開催するものとし、必要なときは委員長の判断で随時開催することができる。
（利用者への説明および同意）

第５条　介護職員等による喀痰吸引等の実施に際し、対象となる利用者にあらかじめ業務の実施内容等（提供を受ける特定行為種別、提供を受ける期間、提供を受ける頻度、介護職員が喀痰吸引等を行うこと、提供体制等）について、利用者及びその家族に理解しやすい方法で説明を行い、「喀痰吸引等の提供に係る同意書」（別添様式１）により、利用者及びその家族の同意を得ることとする。

２　同意を得た内容に変更が発生した場合、再度説明を行い、前項の同意書により利用者及びその家族の同意を得ることとする。

（医師からの指示）

第６条　管理者は介護職員等による喀痰吸引等の提供に際して、喀痰吸引等を必要とする利用者について、医師より、個別に「介護職員等喀痰吸引等指示書」（別添様式２）による指示を受けるものとする。

２　医師の指示書を受け取った後、管理者、看護職員及び介護職員等は速やかに医師の指示内容を確認し、その内容を共有する。

（実施計画書の作成）

第７条　介護職員等による喀痰吸引等実施計画については、個々の利用者の希望及び心身の状況並びに医師の指示を踏まえ、利用者ごとに「喀痰吸引等実施計画書」（別添様式３）を作成し、管理者及び医師の承認の上、利用者及びその家族に対して説明を行うとともに、関係職種間において情報共有を行う。
２　前項の計画については、利用者の心身の状況の変化や医師の指示等に基づき、必要に応じて、適宜内容等の検証や見直しを行い、当該計画を変更した場合には管理者及び医師承認の上、利用者及びその家族に対して説明を行う。
（喀痰吸引等の実施）

第８条　介護職員等は、医師の指示書、喀痰吸引等計画書を事前に確認の上、看護職員の指示の下、喀痰吸引等を実施するものとする。

（利用者の状態確認）　　　　

第９条　医師及び看護職員は、喀痰吸引等を必要とする利用者について、利用者ごとに期間を定め、定期的な状態確認を行う。また、医師及び看護職員は確認結果を踏まえて、利用者の状態に応じた対応方法について、介護職員等に指導を行う。

（実施報告書の作成・提出）

第１０条　介護職員等は、喀痰吸引等を実施後、速やかに「喀痰吸引等実施状況報告書」（別添様式４）を作成し、実施結果を管理者及び看護職員に報告し、管理者等の承認を受けたうえで指示を行った医師への報告及び確認を行うものとする。
２　医師への報告については、計画書に記載した利用者ごとの報告予定日に医師に報告する。
３　第１項の報告書については写しを事業所にて保管する。
（ヒヤリハット事例の収集及び分析）

第１１条　介護職員等は、喀痰吸引等の業務実施にあたり、ヒヤリハットの出来事が発生した場合、「喀痰吸引等業務（特定行為業務）ヒヤリハット・アクシデント報告書」（別添様式５）を作成し、管理者及び看護職員等に報告する。
２　前項で報告されたヒヤリハット事例については、安全委員会で分析し、今後の喀痰吸引等業務における安全確保のための体制について検討する。
（緊急時の対応方法）

第1２条　介護職員等が喀痰吸引等の業務を行っている際に、利用者の病状が急変した場合、その他必要な場合においては、速やかに管理者及び医師又は看護職員等医療従事者に連絡を行い、医師又は看護職員等医療従事者の指示に従い適切に対処する。

（研修体制の確保）

第１３条　喀痰吸引等を実施する介護職員等に対し、喀痰吸引等を安全かつ適切に実施するための知識及び技術の向上を図るため、研修機会を次のとおり設けるものとする。

（１）実地研修を修了した行為の手技の確認　随時
（２）喀痰吸引等業務に関係する知識の確認　年４回

（３）心肺蘇生訓練　年４回
（備品等の確保及び管理）

第１４条　喀痰吸引等に関して事業所に備える備品は以下のとおりとする。
	品　　名
	数　量
	備考

	吸引装置一式
	○セット
	

	経管栄養用具一式
	○セット
	

	処置台又はワゴン
	○セット
	

	心肺蘇生訓練用機材一式
	○セット
	


２　喀痰吸引等の提供に必要な備品の管理については、衛生面を考慮し、備品管理責任者を定め、常に清潔な状態で管理する。

　備品管理責任者：○○　○○

（感染症の予防、対処方法等）

第１５条　管理者は、利用者間の感染予防及び介護職員等が感染源となることを予防するため、介護職員等の清潔の保持及び健康状態の管理、備品等の消毒・滅菌の徹底、必要に応じて使い捨ての機材の活用を図るほか、使い捨て手袋等感染予防のための備品を備える等対策を講じることとする。
２　感染症の発生が疑わしい場合、また感染症が発生した場合は、速やかに管理者、医師及び看護職員に連絡し、医師等の指示の下必要な措置を講じることとする。
３　前項の場合においては、必要に応じて保健所の助言・指導を求めることとする。

４　前各項のほか具体的対応方法等については、「感染症予防・対応マニュアル」（※事業所で各自作成してください）によるものとする。
（秘密保持等）

第１６条　事業所は、介護職員等がその業務上知り得た利用者又は家族等の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講ずることとする。

（関係書類の管理、保存）

第１７条　喀痰吸引等に関する関係書類は利用者ごとのファイルを作成し、事業所事務室内の施錠可能なロッカー等により適切に管理する。

２　関係書類は５年間保存する。

３　関係書類の廃棄は、焼却その他の復元することが出来ない方法により行う。

この業務方法書は、令和○○年○○月○○日から施行する。

（別紙１）

利用者別関係機関連携体制

（別紙２）

安全委員会委員名簿
	役職
	職種
	所属
	氏名

	委員長
	管理者


	デイサービス○○
	○○　○○

	委員
	医師


	○○診療所
	○○　○○

	委員
	看護職員


	デイサービス○○
	○○　○○

	委員
	看護職員


	デイサービス○○
	○○　○○

	委員
	介護職員

（登録特定行為業務従事者）
	デイサービス○○
	○○　○○

	委員
	生活相談員
	デイサービス○○


	○○　○○

	委員
	管理栄養士


	デイサービス○○
	○○　○○

	委員
	介護支援専門員


	ケアプランセンター○○
	○○　○○


※この業務方法書は参考例です。すでに業務方法書その他必要事項を定めた規定等を定めている場合は、それらを「登録適合書類」として提出いただいて構いません。





関係職種による


安全委員会





利用者：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●





家族：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●


緊急時：080-●●●●-●●●●





利用者・家族





看護職員：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●


緊急時：090-●●●●-●●●●





保健所等





□□保健所


連絡先：0742-●●-●●●●


□□消防署


連絡先：0742-●●-●●●●











ケアプランセンター○○





介護支援専門員：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●











○○診療所





デイサービス○○





医師（主治医）：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●


緊急時：090-●●●●-●●●●











介護職員：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●





管理者：○○　○○


連絡先：0742-●●-●●●●


緊急時：080-●●●●-●●●●
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④





⑧





⑧





⑥





⑨





③





②





①　⑤





連携





①利用者・家族への説明


②利用者・家族の同意


③指示書発行依頼


④指示書の発行


⑤(計画作成後)計画について利用者へ説明


⑥介護職員への指示・指導


⑦喀痰吸引等の実施


⑧実施状況報告


⑨医師への実施状況報告





連携








